
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第３章 空家等対策の方針 

■ 基本的な方針 
 
１ 空家等の発生予防・適切な管理の推進 

 
相談会の開催やリーフレット配付など、空家等になる前の段階から所有者等に対して意識の醸成を図るとともに、自治会内での問題意識を高め、関係機関と連携した空家等の発生防止に努めます。 
また、自治会と連携した空家等の状況把握に努めるとともに、管理不全な空家等の所有者等に対しては、自治会の協力を得ながら適切な管理を促します。 

   
２ 空家等の利活用の促進 

 
利活用が可能な空家等は、地域の貴重な資源となる可能性があるため、所有者等に対して「あわら市空き家情報 

バンク」への登録を働きかけ、空家等が流通・活用しやすい取り組みを進めます。 
また、新型コロナウイルス感染症拡大による地方への移住に対する関心が高まっており、さらには、北陸新幹線 

開業による首都圏等からの交流人口が拡大し移住につながることが期待されることから、移住・定住施策による 
空家等の利活用を促進し、地域の活性化、移住・定住の促進、まちの魅力向上につなげます。 

 
３ 特定空家等対策 

     
特定空家等の所有者等に対して助言や指導を強化するなど、法に基づく改善措置その他の対策を講じること 

により是正や除却を促進し、周辺の生活環境の改善に努めます。 

第２期あわら市空家等対策計画【概要版】 

 

■ 計画策定の背景 
 

近年、人口減少や既存住宅・建築物の老朽化、社会的ニーズの変化等により、空家等が増加しています。このような空家等の中には、適切な管理が行われず、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼ
しているものや管理はされているものの遊休資産となっているものが増加していることから、空家等の対策は重要な政策課題となっています。 
このような状況の中、国は「空家等対策の推進に関する特別措置法」を平成 27（2015）年５月に完全施行し、空家等対策の法整備を行いました。 
本市においても、空家等対策を総合的かつ計画的に実施するため、平成 29（2017）年３月に「あわら市空家等対策計画」を策定し、地域や関係機関と連携しながら、空家等対策を進めてきました。 
今後も空家等の増加が予想される中、この計画が令和３（2021）年度末で終期を迎えることから、空家等対策を継続的に進めるため、「第２期あわら市空家等対策計画」を策定します。 

 
■ 計画の目的 

 
空家等対策を総合的かつ計画的に実施するため、空家等対策についての基本的な方針を定め、具体的な施策を示し、安全で安心して暮らせるまちづくりを目的として策定します。 

 
■ 計画の期間  令和４（2022）年度から令和８（2026）年度 ５年間 

  
■ 対 象 地 区  市内全域 

 

第１章  計画の趣旨 

■ 目標値 

指標 基準値 目標値（Ｒ８） 

空き家情報バンク登録数   74 件（Ｈ28～Ｒ２） 100 件（Ｒ４～Ｒ８） 

空き家情報バンク成約数   45 件（Ｈ28～Ｒ２） 60 件（Ｒ４～Ｒ８） 

特定空家等の件数   16 件（Ｒ元末） ７件（Ｒ８末） 

 

１ 

 第２章 空家等の現状と課題 

■ 空家等の現状 
 
人口減少や少子高齢化、核家族化などの社会情勢の変化に伴い、市内の空家等の数は増加傾向にあります。 
令和２年度末で市内には空家等が 619 件あり、適切に管理されていない空家等が増加すれば、安全性の低下や公衆衛生の悪化、

景観の阻害など、様々な問題を発生させ、地域住民等の生活環境に影響を及ぼすことになります。 
 
 
 ■ 本市における空家等の課題 

 
・高齢化・単身化等による空家等の増加   ・活用や除却の意向がない 
・所有者等が不明確            ・自治会内の空家等の対応 
・管理責任の意識が低い          ・破産法人等における残置建物への対応 
・経済的理由による放置 
 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 空家等対策の体制 
  

２ 

 方針１ 空家等の発生予防・適切な管理の推進 

１ 所有者等の意識の醸成 
(1) 広報紙やＨＰ等による情報発信 
(2)  相談会の開催 
(3)  空家等となる可能性が高い住宅の所有者等に対する啓発 
  
２ 安心して住み続ける住環境への支援 

多世帯同居および多世帯近居のような安心して住み続ける良好な住環境整備の支援 
 
３ 空家等の実態把握 
(1)  空家等の所在の把握 
(2)  空家等の所有者等の把握 
(3)  情報のデータベース化 
 
４ 適切な管理が行われていない所有者等への対応 
 (1)  所有者等への適切な管理の啓発 
 (2)  空き家管理サービスを提供する事業者等との連携 
（3） 緊急時の措置 

 方針２ 空家等の利活用の促進 

１ 所有者等への働きかけ 
   
２ 空き家情報バンクの活用促進 
  市の広報紙やホームページ、リーフレット、相談会等にて情報提供や啓発活動を行い、
利活用が可能な空家等を発掘 
空き家情報バンクへの登録手続きをサポートするほか、補助制度等による支援を行い、

登録や取得を促進 
 
３ 移住・定住施策等による利活用の促進 
  移住や二地域居住希望者等の転入者の住まいとして空家等の取得等に対する支援 

企業等のサテライトオフィスやその従業員、市内の大学に通う学生の住まいとして利用
可能な空家等の情報提供 

 
４ 空家等を活用した産業の活性化 
  空家等を活用した起業支援や活用可能な空家等の情報提供による流通支援を行い、商工
業や農業、観光業の活性化 

 
５ 除却した空家等の跡地の活用 
  空家等を除却した跡地の適切な管理や利活用の促進 

 空家等 
の状態 
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家 
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利
用
（
居
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）
中 

第４章 空家等対策の具体的な施策 

管
理
不
全
な
状
態 

 方針３ 特定空家等対策 

１ 特定空家等の法に基づく措置 
(1)  立入調査による状況把握 
(2) 特定空家等の認定 
 (3)  特定空家等措置の実施 
    ①助言又は指導、②勧告、③命令、④代執行、⑤略式代執行 
 
２ 所有者等による特定空家等の除却の推進 
  地域住民の安全で安心な住環境を確保するため、倒壊など危険性のある特定空家等の所
有者等に対する補助制度等により、自発的な除却を促す。 

空家等利用 

・購入希望者 

(移住希望者) 

地域住民・自治会 

・空家等の把握 

・空家等の所有者等への働きかけ 

・地域における空家等活用 

              など 

・管理物件等の適切な管理 

・空家等の解消に向けた事業や 

取り組みの推進 

・所有者等や地域の取り組みを 

積極的に支援 

・適切な管理が行われていない 

状態の解消    など 

空家等の所有者等 

・空家等の適切な管理 

・空家化の解消努力 

・適切な管理が行われていない状態の解消 など 

働きかけ 

空家等対策協議会 

あ わ ら 市 

市民協働課    …  総合相談窓口、空家台帳システム及び空き家情報バンクの運用・管理、特定空家等の法措置 

         移住・定住支援 

総務課      …  自治会、防犯隊、防災 

監理課      …  特定空家等除去後の跡地利用関係 

税務課      …  所有者等調査（固定資産税情報） 

市民課      …  所有者等調査（戸籍情報等） 

生活環境課    …  ごみの不法投棄・悪臭、空き地 

福祉課      …  空家等調査（施設入所情報等） 

健康長寿課    …  空家等調査（施設入所情報等） 

農林水産課    …  空家等を住まいとする就農支援 

商工労働課    …  空家等を活用した産業支援、サテライ 

トオフィス誘致 

観光振興課  …  空家等を活用した観光施策 

建設課      …  景観、用途地域 

上下水道課   …  空家等調査（給水情報※財産区含む） 

文化学習課   …  空家等に係る文化資産価値 

サービス

提供 

相談 

助言等 

情報提供 
連絡・相談 

情報提供 

活動支援 連携 

相談 

支援 

相談 

関係機関・事業者 

■ 相談体制 
 
相談しやすい体制とするため、相談や通報の窓口を市民協働課に一元化し、状況を把握

した上で、市の関係部局や関係機関と連携して効果的な対応を図っていきます。 
 
 

■ 実施体制 
     

空家等の問題は、いまや個人の問題だけでなく、地域社会の問題であり、空家等対策を
進めるためには、地域社会全体による多方面にわたる取り組みが必要です。 
特に自治会は、地域の防災や防犯・環境美化、地域の見守りなど安心して笑顔で暮らす

ことができるよう様々な活動の母体として、市民生活に直結した重要な役割を担っていま
す。 
そのため、協議会や地域（自治会）、関係機関との協働・連携を図り、空家等対策を総

合的かつ計画的に実施します。 


